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医師法第16条の10の規定に基づく知事の意見（案）及び
専門研修ワーキンググループの開催結果について
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資料４－１



医師法第16条の10の規定に基づく知事の意見について
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○医師法（昭和23年法律第201号）（抜粋）
第十六条の十 医学医術に関する学術団体その他の厚生労働省令で定める団体は、医師の研修に関する計画を定め、又は変更しようと
するとき（当該計画に基づき研修を実施することにより、医療提供体制の確保に重大な影響を与える場合として厚生労働省令で定め
る場合に限る。）は、あらかじめ、厚生労働大臣の意見を聴かなければならない。

２ 厚生労働大臣は、前項の団体を定める厚生労働省令の制定又は改廃の立案をしようとするときは、医道審議会の意見を聴かなけれ
ばならない。

３ 厚生労働大臣は、第一項の規定により意見を述べるときは、あらかじめ、関係都道府県知事の意見を聴かなければならない。
４ 都道府県知事は、前項の規定により意見を述べるときは、あらかじめ、地域医療対策協議会の意見を聴かなければならない。
５ 第一項の厚生労働省令で定める団体は、同項の規定により厚生労働大臣の意見を聴いたときは、同項に規定する医師の研修に関す
る計画の内容に当該意見を反映させるよう努めなければならない。

（平三〇法七九・追加・旧第十六条の八繰下・一部改正）

第十六条の十一 厚生労働大臣は、医師が医療に関する最新の知見及び技能に関する研修を受ける機会を確保できるようにするため特
に必要があると認めるときは、当該研修を行い、又は行おうとする医学医術に関する学術団体その他の厚生労働省令で定める団体に
対し、当該研修の実施に関し、必要な措置の実施を要請することができる。

２ 厚生労働大臣は、前項の厚生労働省令の制定又は改廃の立案をしようとするときは、医道審議会の意見を聴かなければならない。
３ 第一項の厚生労働省令で定める団体は、同項の規定により、厚生労働大臣から研修の実施に関し、必要な措置の実施を要請された
ときは、当該要請に応じるよう努めなければならない。

（平三〇法七九・追加・旧第十六条の九繰下）

 日本専門医機構（以下「機構」という）が定める専門医制度整備指針等及び関係学会が定める専門
研修プログラム整備指針等について、機構及び関係学会が指針等を定め、変更するときは、医療提
供体制の確保に重大な影響を与える場合に厚生労働大臣に対して意見を聴き、厚生労働大臣が意見
を述べるに当たって、知事の意見を聴く制度

 ただし、機構及び関係学会が自発的に厚生労働大臣に意見を聴くことで、知事が意見を述べること
ができる仕組みとなっていることに留意
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厚生労働省作成資料
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厚生労働省作成資料
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厚生労働省作成資料



佐賀県の2021年度専攻医募集におけるシーリング（精神科以外）
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内科

小児科

皮膚科

整形外科

眼科

耳鼻科

泌尿器科

脳外科

放射線科

麻酔科

形成外科

リハ科

日本専門医機構作成資料
（一部抜粋）



佐賀県の2021年度専攻医募集におけるシーリング（精神科）
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精神科

日本専門医機構作成資料
（一部抜粋）
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厚生労働省作成資料



知事意見を述べるに当たっての論点
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 地域枠医師の離脱について、専門医機構から都道府県に確認が行われることについては適当で
あると考え、特段の意見は行わないこととしたい

 臨床研究医については、シーリングの枠外であるものの、40名の制限があるため、地域医療に
ただちに影響があるとは考えにくいため、特段の意見は行わないこととしたい

① シーリングの必要医師数の算定において、勤務医・開業医の区別がされていない
・必要医師数の計算において入院・外来の比率が計算された
・ただし、積算根拠が示されておらず、本県においてどのような計算が行われたのか検証できない
→ 必要医師数の積算根拠について提示を求めてはどうか

② 都道府県を超えた広域的な単位でも考慮すべき
・ブロック単位での充足率が算定されたものの、2021年度の導入は見送り
→検討が継続していることから、特段の意見は行わないこととしたい
→ただし、広域的な連携については厚生労働省が主体的な役割を果たすよう求めてはどうか

③ 本県の特殊事情を考慮すべき
・昨年度、シーリングの設定によって他県大学の派遣に動きがあったが、具体的な解決策は検討さ
れていない
→本県の置かれている状況を考えればリスクは継続していると考えるべきで、地域医療に影響が
生じないよう意見すべきではないか

昨年度の知事意見と厚労省・専門医機構の対応状況に関する論点

今年度の新たな論点



医師法第16条の10の規定に基づく知事意見（案）
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１ 専攻医募集のシーリングについて
シーリングの実施に当たっては、シーリングの計算過程が公表されて初めて議論を行うことができ
るものであり、都道府県別の必要医師数の算定根拠の情報提供を求めます。

２ 地方ブロック別のシーリングについて
現在検討が進められている地方ブロック別のシーリングについては、都道府県の単位を超えた広域
的な連携が必要になることから、厚生労働省が主体的な役割を果たすよう求めます。

３ 本県の特殊事情について
本県は、隣県である福岡県に４つの医科大学、長崎県に１つ医科大学が設置されていることで歴史
的に隣県大学医局からの派遣が多く、特定の診療科の勤務医は十分に確保されているとは言えないこ
とから、シーリングをはじめとする専門医制度の見直しによって、地域の医療提供体制に影響が生じ
ないよう、特段の配慮をしていただくことを求めます。

 昨年度の知事意見以降、一定の改善が見受けられることから、なお残る課題点について意見を行う
こととしたい。

 地方ブロック別のシーリングについては、今後予想される課題について意見を行うこととしたい。



佐賀県地域医療対策協議会専門研修ＷＧ開催結果（概要①）2020.9.18開催
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（シーリングについて）
 シーリングを知らなかったり理解のない者も多かったのが実情。県内では専門領域の選択について行動変容は見受
けられなかったと思われる。

 昨年度は内科にシーリングが設定されたが、採用数では上限に至らなかったことを考えれば、シーリングの直接的
な影響はないのではないか。

 シーリングの設定と特定の診療科への誘導の関係性・相関性は乏しいのではないか。

（連携プログラムについて）
 連携プログラムが導入されたことで、福岡や長崎などの大学から連携の相談があるなどしている。専門研修の効果
を考慮すると、県外をはじめ様々な医療機関との連携を推進した方が、選択肢が広がってよいのではないか。

 内科のシーリングが外れたことで内科医師数が増え、将来シーリングが設定された場合、東北ブロックなどと連携
しなければいけなくなる。東北地方は関東圏がカバーすべきとも思うが、連携の手間がかかるのではないか。

（サブスペシャルティ研修について）
 専門医制度というより、女性医師のライフイベントとサブスペシャルティ領域の研修を考えると現実的に難しい。
仕事と育児の両立を考えると、ベビーシッターなど子育てに関する行政のサポートが必要ではないか。

１ 新専門医制度導入３年目が経過しての委員等意見

日時：2020年９月18日（金） 18:30～20:10
場所：佐賀県庁特別会議室
出席者：野田座長、安西委員、吉田委員、藤田委員、内藤委員

臨時委員として能城浩和先生（佐賀大学医学部一般・消化器外科教授）に出席いただき、ヒアリングを実施



佐賀県地域医療対策協議会専門研修ＷＧ開催結果（概要②）2020.9.18開催
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 短期的に医師数を増やすことは困難であると思われる。外科医の生残率が低いことを踏まえれば、中長期的な取
組として、タスクシフトなどによる効率化を推進し長時間労働を是正することやドクターフィーを推進するなど
の処遇改善を進め、外科医として長期間勤務できるような勤務環境にすべきではないか。

 医師修学資金や地域枠に外科医枠を作っても、大学入学時点で将来の専門領域を決定できるとは思えないし、即
効性もない。

 学部生段階からのアーリー・エクスポージャーは推進してもよいのではないか。

 県内には外科領域の診療で重複した診療を行っている医療機関が多いため、外科医を有効に活用するためには、
センター化・集約化を進めるべきではないか。

 遠隔診療も推進すべきではないか。

 専門研修プログラムも複数設置しバラバラに対応するのではなく、誰かがまとめて面倒を見る、何でも学べるよ
うな環境にすべきではないか。

 補助事務者や看護師の活用によってタスクシフトをさらに推進すべき。事務の簡素化を通じて長時間労働の削減
は必要ではないか。

 外科医特有の「手術をしたいモチベーション」を維持できるようにする必要があるのではないか。

２ 外科医の育成・定着に関する課題と展望に関する委員等意見



シーリングに対する都道府県知事意見への対応状況
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補足資料
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厚生労働省作成資料



2021年度専攻医募集シーリングの算出方法（概要）
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2018年三師統計医師数
（都道府県別・診療科別）

週60時間以上の勤務時間を削減
※2024年以降の時間外労働規制へ対応

性年齢階級別勤務時間比（仕事率）
※若年層・男性が労働時間が長い

（Ａ）２０１８年医師数（仕事量）

（Ｃ）２０２４年必要医師数

診療科別推計患者数の将来変化率
・性年齢階級別傷病中分類別患者数を推計（患者調査）
・傷病中分類と各診療科対応表による診療科ごと医療需要（ＤＰＣ）
※各診療科の入院・外来比率を考慮

・将来人口推計に基づく将来の患者数を推計

（Ｂ）２０１８年必要医師数

×

診療科別生残率を考慮
※医師が診療科別に残る割合（平成20～28年度三師統計）

（Ａ）２０１８年医師数（仕事量）
≧ （Ｂ）２０１８年必要医師数 ※労働時間考慮
≧ （Ｃ）２０２４年必要医師数 ※将来の推計患者数考慮

シーリング対象の診療科

（Ｄ）２０１８年医師数を維持
するための年間養成数

（Ｅ）２０２４年医師数を維持
するための年間養成数

シーリング数の考え方（基本ルール）

×２０％
２０１８～２０２０年度

平均採用数

（Ｅ）２０２４年医師数を維持
するための年間養成数

ー
２０１８～２０２０年度

平均採用数 ー

※自治卒医師・地域枠医師はシーリング対象外

※外科・産婦人科、病理・臨床検査、救急・総合診療科の６診療科はシーリング対象外
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佐賀県知事意見

佐賀県知事意見

厚生労働省作成資料
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厚生労働省作成資料
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厚生労働省作成資料
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日本専門医機構作成資料
（一部加筆）
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日本専門医機構作成資料
（一部加筆）


